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エグゼクティブ・
サマリー： 
予測可能な成長
の鍵はデータ 
課題の克服

Cレベルの収益責任者が
購買プロセスの全過程で
確信を築く方法

すべての収益責任者が目指すものは一つ。それは、予測
可能で再現性のある成長です。

しかし成長は、さまざまな理由で阻害され続けています。
確信のないまま行われる意思決定。異なるシステム間で
断片化された顧客データ。タイムリーでない、あるいはコ
ンテクストを伴わないシグナル。営業チームとマーケティ
ングチームは、どこに注力し、誰を優先し、いつ行動すべ
きか推測せざるを得ません。

このような環境下では、最高水準の顧客関係管理(CRM)
プラットフォームでさえ限界があります。

CRMシステムは活動履歴を記録することはできますが、「ど
の顧客が最も重要か」、「どこにリスクが生じつつあるか」、
「次にどこで成長が見込めるか」を示してはくれません。

ムーディーズは、検証済みの企業データ、所有構造、意思決
定者の連絡先情報をリアルタイムのリスクシグナルや成長シ
グナルと結び付けることで、営業・マーケティング責任者が
CRMデータを信頼できる収益インテリジェンスへと変革で
きるよう支援します。その結果、初回アプローチから長期的
な価値拡大に至るまで、収益ライフサイクルのあらゆる段階
で確信ある意思決定が可能になります。

顧客データ管理
強固なデータ基盤の構築
常にクリーンで一貫した顧客データを維持し、正確
なレポート作成、予測、および分析を支えることで、
その後のあらゆる意思決定が、信頼できる唯一の
情報源に基づいたものとなります。

アプローチ先と勝ち方を定義
GTM戦略
ICP(理想顧客プロファイル)の策定、ターゲット
市場の定義、テリトリーの優先順位付けを通
じて明確なGTM戦略を構築し、営業とマーケ
ティングのリソースを成功確率の高い領域に集
中させます。

セールス・
インテリジェンス
最重要先を優先
営業シグナルやトリガー、インサイトを
可視化することで、パイプラインの優先
度を判断し、拡大施策に集中し、最
適なタイミングでアカウントへアプローチ
できます。

リテンションと分析
顧客価値の保護と拡大
顧客の健全性をモニタリングし、リスクの初
期兆候を特定するとともに、ウォレットシェア
拡大の機会を発掘し、顧客維持と長期的
な成長を推進します。

レベニューマーケティング
適切なターゲット層を動かす
リード情報を拡充し、適格評価したうえで、網羅的なデータを活
用して価値が高いターゲット層を対象にキャンペーンを展開。これ
により、需要創出の取り組み全体において、ターゲット選定、顧
客対応、コンバージョン率が改善します。

このeブックでは、 
現代の購買プロセス 
における5つのライ 
フサイクルステージ 
において、主要な事 
業会社や金融機関が、
断片的なデータからス
ケーラブルな成長 
へと移行する方法を 
示します。
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信頼できる顧客データを出発点に

CRMシステム同士でデータが食い違っている
と、その後のあらゆる意思決定に影響が及び
ます。

多くの組織は、顧客データが不完全で、古 
く、重複し、または事業部門間で不整合で 
あることに悩まされています。その影響は、す
ぐに表れ、しかも高くつきます。案件パイプラ
インが不正確となり、売上予測は信頼でき 
ず、レポートは不十分で、営業担当者の時 
間は浪費されます。

このステージで取り組むのは、 
根本原因の解消です。
先進的な収益担当チームは、信頼できる 
基盤データモデルに沿って、すべての企業・ 
連絡先情報をクリーンで一貫性があり、常 
に最新の状態で把握できるビューを構築し 
ます。不適切なデータがシステム全体へと 
広がる前に、レコードは入力段階で、重複 
の排除、データ拡充、ガバナンスが施されま
す。 

	→ 事業会社では、事業部門ごとに分断されて 
いたデータが統合され、生産性を下げる要
因が解消

	→ 銀行では、顧客データが後続の意思決定を
支え、統合的なインサイトを創出し、シス 
テム間の相互運用性を確保

	→ 保険会社では、CRM と保険契約管理シス 
テムや各種ワークベンチが連携され、適格 
性確認クリアランスや制裁チェックを含む 
初回登録時のデータ品質が向上

入力段階でデータがクリアになれば、その後の
すべてのワークフローがスピードアップします。

ステージ1： 
顧客データ管理

断片的なデータから、予測可能な成長へ

結果:

データを入力段階でクリーンに →  
あらゆる場面での包括的な意思決定に 
つながります。
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ケーススタディ

成長を拡大する前にまずは基盤を整備
課題

ある世界的なコーポレート・インベ 
ストメント・バンキング・グループ 
は、CRMの近代化に多額の投資を 
行っていたものの、営業幹部は依然 
としてパイプライン報告書に確信を 
持てないでいた。顧客レコードは地 
域間で重複がみられ、企業グループ 
構造にも食い違いがあり、リレー 
ションシップ・マネージャーは顧客 
対応に入る前に、基本的なアカウン 
ト情報の確認に多くの時間を費やし 
ていた。

効果

営業チームとマーケティングチーム 
は、同じ「唯一の正しいデータ」に 
基づいて業務を行えるようになった。 
レポートは安定し、オンボーディン 
グ時の混乱が減少。営業担当者はレ 
コード修正に費やしていた時間を、 
顧客対応に充てられるようになった。

変更点

同社は、CRM、オンボーディング、 
下流の意思決定システムすべてと整 
合する、信頼できる唯一の顧客デー 
タ層を構築した。企業レコードの重 
複排除、企業グループ構造の標準化、 
入力時点での主要な意思決定者の連 
絡先情報の充実化をデータがマーケ 
ティング、営業、リスク部門のワー 
クフローへ流れる前に完了させた。

ポイント

予測可能な成長の出発点は、より優 
れたキャンペーンや優秀な営業担当 
者というよりも、むしろ入力段階で 
整った包括的なデータにある。

断片的なデータから、予測可能な成長へ
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確信を持って成長を計画

GTM(Go-to-market)戦略が失敗 
する理由は単純です。計画がエビデン 
スではなく推測に基づいているためです。

テリトリー、セグメンテーション、ターゲット 
は、不完全または不正確なデータに基 
づいて定義されることが多く、カバレッジ 
の不一致、生産性の低下、投資対効 
果の悪化を招きます。

このステージでは、収益責任者は
推測から定量化に移行します。
信頼できる企業データに基づきGTM 
計画を行うことで、市場規模を正確に 
測り、ホワイトスペースを特定し、最適 
機会の優先順位付けを行えるようにな 
ります。テリトリーとターゲットを、真に勝 
てる場所に合わせることができます。 

	→ 事業会社の営業チームとマーケティング 
チームは、セグメンテーションの精度向上、
ターゲット選定の的確化、無駄な労力の削
減を実現

	→ 銀行の成長戦略チームは、自社のサービス、
ケイパビリティ、商業戦略に合致した見込み
顧客の獲得に注力

	→ 保険チームは、顧客の企業グループ構造、 
支出の集中度、補償の空白領域をより明確
に把握 

ホワイトスペース分析、理想顧客のプロファイリ
ング、類似顧客モデリング、テリトリー管理とい
った機能により、GTM計画は「当て推量」から「
最適解」へと進化します。 
 

結果:

エビデンスで裏打ちされた機会により、 
推測に基づく計画から脱却

ステージ2： 
GTM戦略

断片的なデータから、予測可能な成長へ



7

ケーススタディ

市場ポテンシャルを実行可能な成長計画へ
課題

ある多国籍のコーポレートサービス 
企業では、担当テリトリーごとの業 
績にばらつきがあり、課題となって 
いた。あるチームは案件を抱え過ぎ 
る一方、別のチームは価値の低いア 
カウントを追いかけていた。同社の 
GTM計画は、市場機会を正しく把握 
するのではなく、過去の売上実績と 
勘に頼っていた。

効果

テリトリーのばらつきが解消され 
てカバレッジが向上し、営業担当 
者はより価値の高い見込み顧客に 
集中できるようになった。 計画 
立案の議論も、仮定を正当化する 
場から、エビデンスに基づき意見 
を合わせる場へと変化した。

変更点

信頼できる企業データと所有構造を 
基盤にGTM 計画を立て直した結果、 
経営陣は総獲得可能市場(TAM)を数 
値化し、ホワイトスペースを特定。 
従来の販売実績にこだわらず、自社 
が最も勝ちやすい領域を中心にテリ 
トリーを再構築した。

ポイント

成長計画に対する自信は、従来どう 
であったかではなく、今まさに商機 
が存在する場所を正しく見極めるこ 
とから生まれる。

断片的なデータから、予測可能な成長へ
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シグナルをパイプラインへ

マーケティングが行き詰まるのは、努力不 
足のせいではありません。問題はシグナル 
の曖昧さにあります。

購買行動に影響を与える外部要因を特 
定できないと、機会を逸し、優先順位があ 
いまいになり、コンバージョン率も低下してし
まいます。

このステージでは、量より精度を
重視します。
CRMとマーケティングオートメーションに、各
アカウントや連絡先に関するデジタル、業 
務、およびリスク対応型データを付加するこ
とで、レベニューチームは、確度の高いター
ゲット層とインテリジェントなリードフローを
構築できるようになります。その結果、ノイズ
ではなく、顧客の準備状況と関連性に基づい
て、営業への引き渡しを優先順位付けできる
ようになります。 

 

	→ 事業会社では、ターゲット選定がより精緻化
され、パイプラインのコンバージョンが加速

	→ 銀行では、リスク許容度、資金規模、意思決
定者、商品適合性を明確化することで、案件
の適格性判定と機会発掘プロセスが向上

	→ 保険の成長推進チームは、業界、経済、およ
びニュースシグナルを活用し、早い段階での
データ入力を改善することで、アナリストやア
ンダーライターの作業時間を削減 

レベニューマーケティングが、測定可能で 
説明責任を果たせ、その正当性も裏付けら 
れる取り組みへと進化します。 
 

結果:

ターゲット層の構築 → リードの優先順位付け 
→ 引き渡しの加速

ステージ3： 
レベニューマーケティング

断片的なデータから、予測可能な成長へ
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ケーススタディ

量ベースの需要から精度の高いパイプラインへ
課題

あるグローバル銀行のマーケティ 
ングチームは大量のリードを獲得 
していたものの、十分に成約へと 
つなげられずにいた。営業担当者 
はリードの質に疑問を抱き、マー 
ケティング担当者も、どのアカウ 
ントが実際に営業に応じる用意が 
あるかを把握できていなかった。

効果

リードの引き渡しがより計画性 
をもって行われるようになり、 
営業のエンゲージメントが高ま 
り、顧客ニーズを探る商談の質 
も向上した。マーケティング成 
果はリード数だけでなく、パイ 
プラインへの貢献度で測定でき 
るようになった。

変更点

マーケティング部門は、強化された 
CRMデータと外部シグナルを基盤に、 
アカウントベース戦略を再構築した。 
企業属性情報、所有構造、経済指標、 
関連ニュースなどを重層的に活用し、 
アクティビティ量だけでなく自社との 
適合度と購買準備度に基づいてアカウ 
ント・コンタクトの優先順位を決定した。

ポイント

現代のレベニューマーケティング 
で重要なのは、リード数を増やす 
ことではない。必要なのは、より 
明確なシグナルと、議論の余地の 
ない確実なリード引き渡しである。

断片的なデータから、予測可能な成長へ
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勘に頼るのをやめて、状況を把握した
うえで営業活動を実施

営業活動を加速させるには、全体像を把握し
ていることが不可欠です。

しかし実際には、担当者が過去のリレーショ
ン履歴や市場の状況、いま最も重要なポイン
トを把握しないまま商談に臨むケースが少な
くありません。その結果、優先順位はあいま
いになり、準備にムラが生じ、生産性は低下
してしまいます。

このステージでは、組織はデー
タやシグナル、AI を活用したイ
ンテリジェンスを組み合わせ、あ
らゆる顧客との接点の前後およ
び最中において営業担当者を支
援します。 

基盤となるアカウントデータとコンタクトデー
タに、アプローチのきっかけ、過去の経緯、
社内に蓄積された知識を組み合わせて、次な
る最適なアクションを提案します。

 
 

	→ 事業会社の営業チームは、より質の高い対話
を通じて、適切なアカウントに注力

	→ 銀行では、リードの適格評価と機会発掘を強
化し、リスクの適合性、案件規模、意思決定
プロセスを総合的に見極め

	→ ブローカーやマネージング・ゼネラル・エージ
ェント(MGA)を含む保険のチームは、見込み
顧客に関するより深いインテリジェンスを活
用し、プレースメント(取次ぎ)と引受の成果
を向上 

受け身の営業から主体的な営業へと移行 
 

結果:

データ、シグナル、およびコンテクスト →  
次なる最適なアクション

ステージ4： 
セールスインテリジェンス

断片的なデータから、予測可能な成長へ
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ケーススタディ

コンタクトだけでなくコンテクストも提供
課題

ある大手保険ブローカーでは、地域ごとに営
業成績にばらつきが見られていた。優秀な営
業担当者は顧客との面談に向けて入念な準備
を重ねていた一方、他の担当者は勘や土壇場
の情報収集に頼っていた。

効果

営業準備が平準化された。担当者は適切なア
カウントを優先し、十分な情報を得たうえで商
談に臨み、機会をより迅速に前進させるように
なった。新任の営業も、組織に蓄積された知
見を継承できるため、ゼロから情報を集め直す
必要がなく、立ち上がりが格段に速くなった。

変更点

営業チームには、基盤となるアカウントデー
タ、取引履歴、関連する市場シグナル、そして 
AI が提示する次善策の推奨を組み合わせたコ
ンテキスト・インテリジェンスが提供され、こ
うした情報はすべて既存のワークフロー上で
直接確認できるようになった。

ポイント

優秀な営業は、勘に頼るのではなく、状況、タ
イミング、および明確な情報を基に行動する。

断片的なデータから、予測可能な成長へ
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収益を守り、関係を育てる

顧客離れが一夜にして起こることはまれで
す。静かに、密かに進行します。

組織に蓄積された知識が記録・モニタリン
グされていないと、特に人員の入れ替わり
やシステムが分断されている状況では、警
告サインが見落とされがちになります。

このステージでは、収益責任者
が、リスクとリテンション、ウォ
レットシェア、拡大機会などの
最重要指標を定量化できるよ
う支援します。 
社内外のデータをAIや高度な分析と組み合
わせることで、受け身ではなく先手を打った
対応が取れるようになります。 

	→ 事業会社のチームは、どのアカウントが健全
か、離反しつつあるか、実際に拡大の可能性
があるかを見極め

	→ 銀行のチームは、インテリジェンス収集、与
信レビュー、利用分析を通じてアカウントの
パフォーマンスを監視し、逸失機会の経験か
ら学習

	→ 保険のチームは、複雑な企業グループ構造に
わたり、更新管理、リテンション分析、顧客
健全性指標を向上 

リテンションは、時間とともに学習し、継続的に
改善するシステムへと進化。 

結果:

リスクを早期に検知 → 迅速に対応 
→ 価値を拡大

ステージ5： 
リテンション(顧客維持)と分析

断片的なデータから、予測可能な成長へ
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ケーススタディ

業績に表れる前に収益流出を防ぐ
課題

複合事業を展開するある企業グループは、長
年にわたり良好な関係を維持していたにもか
かわらず、想定外の顧客離反が発生した。警
告サインは確かに存在していたが、分断された
システムやチームに埋もれていた。

効果

リレーションシップ・チームはより早期に介入
して、収益流出のリスクを防ぎ、これまで見過
ごされていたクロスセルやアップセルの機会を
発掘した。リテンションは受け身の対応から先
手を打つ取り組みへと転換した。

変更点

経営陣は、社内の業績データと外部のリスク・
成長シグナルを組み合わせた、ライフサイクル
分析手法を導入した。チームメンバーは、アカ
ウントの離反兆候、統合リスク、拡大機会とい
った早期指標を継続的にモニタリングした。

ポイント

リテンションの問題は、顧客との関係性では
なく、情報が可視化されていないことに起因
する。

From fragmented data to predictable growth



結論： 
収益ライフサイクルを
競争優位に
予測可能な成長をもたらすのは、ツールや活動量を増やすことではありません。データ、
シグナル、そして意思決定に対する信頼が鍵となります。

購買プロセスをバラバラの機能ではなく、一つの統合されたライフサイクルとして捉える
ことで、Cレベルの経営陣は、唯一の信頼できるデータ基盤のもとでマーケティングと営
業の足並みをそろえ、生産性を解放して、持続的な成長を構築することができます。. 

まずは、CRMを信頼できる確かな基盤に。スケールアップを図
るのはそれからです。

ムーディーズ・コーポレーションについて
ムーディーズのグロース＆ストラテジー・ソリューションは、営業、マーケティング、
収益部門の責任者が、断片化された顧客データを信頼できる成長インテリジェンス
へと変換できるように支援します。世界中の上場・非上場企業を網羅する6億2,500
万社超のデータベースを基盤に、ムーディーズは、企業グループ情報、所有構造、リ
スク、財務、リアルタイムイベントなどのデータを活用可能なインテリジェンスへと
変換します。これにより、チームは顧客ニーズを先取りし、高価値の機会を優先し、
顧客関係を強化し、インサイトを踏まえたアプローチで成長を加速できるようにな
ります。 詳細は moodys.com/sales-and-marketing をご覧ください。 お問い合わせ・デモのご依頼はこちら： 

www.moodys.com/web/ja/jp.html#contact

http://www.moodys.com/web/ja/jp.html#contact
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